
第 2版はしがき

1．改正法と判例を取り込んだ改訂

　本書の初版が出版されたのは 2021 年である。一昔前であれば，3 年や 4 年で

の教科書の改訂は考えられないことであった。不磨の大典である民法は滅多なこ

とでは改正されることはなかったからである。しかし，今や民法も頻繁な改正の

渦中に巻き込まれている。事実，刊行当時は最新であった物権法改正を取り込ん

だ 2021 年の初版出版後，2022 年と 2024 年には家族法改正があり，また，譲渡

担保と所有権留保についての特別法が 2025 年に制定された（関連する民法規定の

改正もある）。数多くの重要な最高裁判例も出されている（とりわけ不法行為法の分

野）。そのため，これらの改正と判例を本書に取り入れる必要が生じ，今回，出

版より 4年しか経ていないが改訂をすることにした。

2．結局は全面的に改訂をした

　今回の改訂の発端は上記のようであったが，実際，改めて全体を見直してみる

と，いろいろ書き改めたい部分や，加筆したい部分が多く出てきた。そのため，

当初は法改正と新判例を反映させ，前述の特別法を紹介する形で改訂作業は短期

間で終わる予定であったが，結果としては内容的にも全面的に手を入れることに

なった。一方で紙幅の増加にも意を払う必要があり，分量調整は気の遠くなるよ

うな作業であった。理解しやすい解説と圧縮を両立させる綱渡りのような推敲に

時間を費やされ，かなりの苦労を強いられた。

3．本書の用途など（初版はしがきより）

　本書の用途について，初版のはしがきでは，以下の 4つを挙げた。
　

　①　法学部学生が民法全体の見取り図として手元に置いて参照する。

　②　司法試験受験者が，試験直前に必要な知識を確認する。

　③　公務員試験や公認会計士試験等の受験者が，効率的に民法の知識を取得する。

　④　実務家が，最新の条文・判例を確認し，近時の法改正の状況を把握する。

　法律学の勉強は，「条文に始まり条文に終わる」ものである。しかし，民法の

条文だけでは不十分で解釈が分かれる点は，判例による補完が必要である。その



意味で，「1に条文，2に判例である」。そのため，本書は条文（その制度趣旨も含

む）と判例のみの説明にとどめ，学説は判例がない場合や判例の理解に必要な場

合にのみ記述をした。ただ，判例があっても，批判が強く，判例変更の可能性が

高いものについては，判例とともに学説にも言及している。

　本書は辞書代りに使用できるよう索引が充実している。また，内容もへたな分

冊教科用よりも充実している。司法試験用の勉強も本書一冊で十分であり，択一

や論文問題集と併用してもらえば（実践的勉強は必須），司法試験の受験に優に耐

えうるものと思われる。

4．教科書の理念

　ところで，「一を聞いて十を知る」優秀な学生を相手にするのは楽である。し

かし，すべてがそのような学生ではない。教科書は「十を聞いてようやく一や二

を理解する」学生を念頭に置いて書かなければならないはずである。学者の書い

た予備校本とも違う，学者が書いた「猿でも分かる民法」とでも言うべき教科書

が人気を博する時代である。学者が自己満足で学識を見せびらかすのではなく

（それは体系書で思う存分やっていただきたい），学生が理解していない，誤解しやす

い内容を意識して作られた学生目線の教科書が必要である。初版のはしがきでは，

本書は初学者用の入門書ではないということを書いたが，この点はほんの少しだ

が改めている。図や表を入れる紙幅的余裕がなく，読者に作業を強いることにな

るが，例は多用しているので自分で図を書き込みながら読んでいただきたい。

5．謝辞など

　今回の改訂にあたっては初版同様，新世社編集部の谷口雅彦氏には大変お世話

になった。この場を借りてお礼を申し上げたい。本書のベースとなった『コア・

テキスト民法』も，構成を再検討し，最新の情報を満載して，装いを新たにして

できるだけ早く出版したいと考えている。

　なお，初版では鈴木尊明君に司法試験の受験指導という観点から助言をいただ

き，百選の該当判例の追記など，面倒な作業をしていただいた。第 2版では新た

にそのような観点から付け加えることもないので，今回は鈴木君の手を煩わせて

いない。しかし，その後，鈴木君は気付いた箇所のメモ書きを書きためていてく

れて，それを本改訂において反映させている。彼の貢献が第 2版においても貴重

なものであったことを記して，改めて感謝したい。

　　2025年 7月

平野　裕之　
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§7　債権者代位権 327
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§8　詐害行為取消権（債権者取消権） 333
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§9　弁済提供・供託及び受領遅滞 343

1　弁済の提供（弁済提供）による免責（343）
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§10　債務不履行責任の要件としての債務不履行 349

民法の規定／履行不能――給付義務の不履行 1／履行遅滞――給付義務の不履行 2／不完全
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護法益の侵害事例

§11　債務不履行責任の要件としての債務者の帰責事由 356

債務者の帰責事由（故意・過失）or 免責事由／履行補助者の故意・過失

§12　債務不履行責任の効果 358

金銭賠償の原則と損害の種類／損害賠償の範囲の確定／填補賠償額の算定時期／損害賠償に

ついての調整／違約金・損害賠償額の予定及び免責条項
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§13　分割主義の原則 365

分割主義を原則とした／分割債権・債務の効力

§14　不可分債権・不可分債務 366

不可分債権／不可分債務
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§15　連帯債務・連帯債権 368

1　連帯債務（368）
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係
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§19　債務の引受け 403

併存的債務引受／免責的債務引受
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第9部　有価証券

§21　有価証券についての一般規定 406
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賃借権の譲渡／転貸借
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8　賃貸借契約の終了（478）

第3部　役務を目的とした契約
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民法は取消権を認めなかった／判例による贈与者保護

4　特殊の贈与（509）
負担付贈与／死因贈与

§17　使用貸借 512

1　使用貸借の意義（512）
2　使用貸借の契約関係（513）

使用貸主の義務――修補義務なし／使用借主の義務／第三者との関係

3　使用貸借契約の終了（515）
契約期間が定まっている場合／契約期間が定まっていないが使用目的が定まっている場合／

契約期間も使用目的も定まっていない場合／借主の死亡による使用貸借の終了

第5部　その他の契約

§18　組合契約――団体契約 517

組合契約の意義／組合契約の要件／組合の業務執行／組合の財産関係／組合員の脱退・除名

及び解散／組合員の加入，組合員の地位の譲渡・相続

§19　和解契約――紛争解決契約 523

1　和解契約の意義（523）
2　和解契約の成立要件（524）

当事者間に争いがあること／当事者が相互に譲歩すること／争いを止める合意をすること

3　和解契約の効果（525）
法律関係の確定による紛争の解決／和解契約と錯誤
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§20　終身定期金 526

第6編　事務管理・不当利得・不法行為

第1部　事務管理

§1　事務管理――無償委任との連続性 530

1　事務管理の意義と機能（530）
2　事務管理の成立要件（530）

他人の事務の管理であること／その他の要件

3　事務管理の効果（532）
事務管理者の義務／本人の義務

第2部　不当利得

§2　不当利得総論 535

1　不当利得の意義及び不当利得法総論（535）
2　不当利得の類型論（537）

統一的に把握する旧通説――公平説（衡平説）／不当利得の類型論

§3　侵害利得 538

1　侵害利得の意義（538）
2　債権者でない者になされた給付 1――給付者が善意の場合（539）
3　債権者でない者になされた給付 2――非債弁済（540）
4　侵害されている財産権の帰属者の保護（541）

現物の返還／目的物の滅失または損傷／目的物が売却された場合／果実・使用利益の返還

5　三者間にわたる侵害利得――騙取金による弁済等（542）
騙取金による弁済の問題／第三者所有不動産の無効な抵当権からの債権回収

§4　費用利得及び求償利得 543

1　費用利得の意義（543）
2　費用利得の償還請求権（544）

必要費の償還請求権／有益費の償還請求権

3　三者間にわたる費用利得――転用物訴権（544）
問題の提起／転用物訴権についての判例法

4　求償利得（546）
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§5　給付利得（原状回復） 547

1　給付利得の意義――原状回復法（547）
2　契約が無効の場合（548）

原状回復義務の原則／不法原因給付――クリーンハンズの原則／不法原因給付の返還の合意

3　契約の解除または取消しの場合（551）
4　三者間にわたる給付利得（553）

問題の提起／補償関係欠缺型（AB間のみの原因欠缺）／対価関係欠缺型（AC間のみの原因

欠缺）／補償関係・対価関係二重の原因欠缺（AB間・AC間の二重の原因欠缺）

第3部　不法行為法1（一般規定）

§6　不法行為法の基礎理論 557

1　不法行為とは何か（557）
2　債務不履行責任と不法行為責任（557）

債務不履行と不法行為の関係／請求権競合論

3　民事責任と刑事責任（560）
4　過失責任主義とその修正（560）

過失責任主義の確立／過失責任主義の修正

§7　不法行為の基本的成立要件――709条の基本的不法行為 561

1　基本的不法行為の成立要件（709条）（561）
2　自己の故意または過失による不法「行為」（562）

自己責任の原則／行為とは何か

3　行為の違法性・権利及び利益の侵害（563）
「権利」侵害という要件の設定／権利及び利益への拡大

4　故意または過失（565）
故意について／過失とは何か――心理状態説（主観的過失）から義務違反説（客観的過失）

へ／過失の構造――結果の予見可能性を前提とした結果回避義務違反／違法性と過失の関係

§8　違法性と過失をめぐる各論的考察 568

所有権等の財産権／人格権／生活環境妨害――主観的人格利益／取引的不法行為における説

明義務違反／その他の不法行為

§9　損害の発生及び損害と不法行為との因果関係 578

§10　不法行為責任の成立を阻却する事由（抗弁事由） 579

正当防衛と緊急避難／社会的相当行為

§11　不法行為責任の効果 581
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1　損害賠償の方法――金銭賠償の原則（581）
2　金銭による損害賠償（582）

損害の分類／損害賠償の範囲／損害賠償請求権者――間接被害者／慰謝料請求権の一身専属

性――特に名誉毀損による慰謝料請求権

§12　損害賠償の調整 589

損益相殺／過失相殺／その他の損害賠償の調整事由――被害者の身体的・精神的素因の斟酌

§13　損害賠償と相続 593

財産的損害／慰謝料請求権

§14　差止請求――侵害行為の停止または予防請求権 595

差止請求の可能性／差止訴訟の具体例

§15　不法行為債権の消滅時効 596

3年または 5年の短期消滅時効期間／ 20年の時効期間

第4部　不法行為法2（特殊な不法行為）

§16　失火責任――責任を軽減するもの 600

§17　責任無能力者の監督者責任 601

責任無能力者の免責／責任無能力者の監督者責任

§18　使用者責任 603

使用者責任の根拠と法的性質／使用者責任の成立要件／使用者責任の効果

§19　請負の注文者の責任 608

§20　土地工作物責任 609

土地工作物責任の意義と責任の性質／土地工作物責任の成立要件／工作物責任の効果

§21　動物占有者の責任 611

§22　共同不法行為 612

共同不法行為の意義／加害者不明の共同不法行為――719条 1項後段の共同不法行為／狭義

の共同不法行為――719条 1項前段の共同不法行為
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第7編　親族法

§1　親族法総則 618

1　親族法とは（618）
2　「親族」について（618）

親族の意義／親族の発生・消滅／親族間の扶け合い

§2　婚姻・離婚 620

1　婚姻の成立（620）
婚姻の要件／婚姻の無効及び取消し

2　婚姻の効力（624）
夫婦の氏／夫婦の同居，協力及び扶助の義務／夫婦間の契約の取消権（廃止）

3　夫婦財産制（626）
総則／法定財産制――法定の夫婦財産関係の規律

4　離婚（629）
協議上の離婚（協議離婚）／裁判上の離婚

§3　親子 634

1　実子（634）
嫡出／認知（任意認知・裁判認知）／子の氏

2　養子（640）
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が解消される養子

§4　親権（親の責務） 650

1　総則（650）
親権者／親権の共同行使

2　親権の効力（654）
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2　後見の機関（660）

後見人／後見監督人

3　後見の事務（663）
財産管理事務／未成年後見人の身上監護に関する権利義務／未成年後見人が数人いる場合の
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後見の事務の監督／被後見人の財産等の譲受けの取消し／未成年後見人についての特別規定

4　後見の終了（668）

§6　保佐及び補助 670

1　保佐（670）
2　補助（671）

§7　扶養 673

第8編　相続法
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§4　相続の承認及び放棄 696

1　総則（696）
2　相続の承認（698）

単純承認／限定承認

3　相続の放棄（701）

§5　財産分離 701
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